予算要求資料
令和2年度6月補正予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業日　目：治山費　　　
	事業名　新航空レーザ測量推進事業費(新型コロナ対策枠）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　林政部　治山課　治山係　電話番号：058-272-1111（内3166）

　　　　　　　E-mail：c11519@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　69,089千円（現年予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正
要求額
	69,089
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	69,089

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
多発する豪雨災害時において、避難所における住民の感染防止が重要課題となるが、避難原因である山地災害を減少させるためには、災害危険個所の事前防災対策が不可欠である。
また、事業計画の立案にあたり、県及びコンサルタント社員の感染リスクを軽減するためには対面による打ち合わせや現地調査の機会を極力少なくする必要がある。
そのため調査・測量業務の省力化に資する航空レーザ測量により、山地の微地形データのデジタル化を図り山地防災力強化のための基盤情報を整備する。
（２）事業内容

山地災害発生の素因となる微地形を把握するため、岐阜県下の民有林における未調査の区域について、航空レーザー測量を実施し、DEM（４点/m2）データの取得を進める。また、データ解析を行い、その結果を活用し事前防災・減災対策を推進する。
（３）県負担・補助率の考え方

県負担10/10（一般財源）
（４）類似事業の有無

有　【類似事業】　・治山事業（県単）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	  69,089
	測量・設計委託

	
	  
	

	合計
	  69,089
	


	　決定額の考え方　
　新型コロナウイルス感染症対策としての効果が不明確なため、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）国・他県の状況
国の機関（国交省直轄砂防区域等）が測量する範囲については、データの提供を受け、それ以外の範囲の民有林について岐阜県が実施している。
（２）事業主体及びその妥当性
事業主体：県
妥当性：事前防災・減災対策を推進するための基礎データの取得であり、事業主体として妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県下の民有林において、航空レーザ測量によるDEMデータ（４点/m2）の測量を本年度中に完了させる。
　※Ｒ３以降に現在測量中の国土交通省撮影分の解析作業を行い、岐阜県内
のすべての民有林区域が完了する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値％
	目標

	達成率
R2補正

	レーザー測量実施率

	（   ）
	（   ）
	（   ）
	96.2%
（R1）
	100%
	％
100

	データ解析率
	（ 　）
	（ 　）
	（ 　）
	90.7%
（R1）
	 100%
	％
93.6


○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容

○航空レーザー測量の実施状況
　測量A=1084.71km2、解析A=1084.71km2



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

測量区域の事前防災・減災対策を推進するための基礎データの取得ができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	微地形が把握でき、事前防災・減災対策の推進につながるため、必要性は高い。
新型コロナウイルス感染症拡大防止策としても、事前防災対策の推進により避難所生活の機会低減と職員の３密行動の解消につながる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、
△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	事前防災対策としての治山事業の計画に活用し、保全対象（人家、避難経路等）災害の未然防止が図られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	他機関と調整し、可能な限り他機関実施分については、データの借用をすることにより岐阜県実施分を最小限にしている。


（今後の課題）

	・早期の委託業務着手が課題である。



（次年度の方向性）
	・残計画は、他機関実施分の解析業務のみとなる。



